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佐賀県公共事業評価監視委員会設置要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、佐賀県が実施する公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層

の向上を図るため、佐賀県公共事業評価監視委員会（以下「委員会」という。）を設置し、そ

の組織及び運営その他の委員会の設置に関し必要な事項を定めるものである。 

 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、知事の諮問に基づき、次の事項について審議する。 

（１）佐賀県が作成する「新規評価マニュアル」の策定、変更に関する事項 

（２）佐賀県が実施している公共事業の継続の適否について佐賀県が行った評価（以下「再

評価」という。）に関する事項 

（３）佐賀県が実施した公共事業の効果、環境の影響等について佐賀県が行った評価（以

下「事後評価」という。）に関する事項 

（４）その他前（１）、（２）、（３）に規定する新規評価マニュアル及び再評価、事後評価

の答申に関する事項 

 

（組織） 

第３条 委員会は、委員１０人以内で組織する。 

２ 前項の場合において、男女のいずれか一方の委員数は、委員総数の１０分の４未満とな

らないものとする。また、委員の年齢が４０歳代以下の委員数は、委員総数の１０分の３未

満とならないものとする。だだし、知事がやむを得ない事情があると認めた場合は、この限

りでない。 

 

（委員） 

第４条 委員は、県内の実情に精通した、公平な立場にある有識者のうちから、知事が委嘱

する。 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

４ 委員は、その職務を遂行するに当たっては、公平普遍の立場で審議をしなければならな

い。 

 

（委員長） 

第５条 委員会に委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

１ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

２ 委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。 
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（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、議長となる。 

２ 委員会の会議は、委員の２分の１以上が出席しなければ開くことはできない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長の決する

ところによる。 

４ 委員長が特に緊急の必要があると認めるときは、文書その他の方法による審議により、

会議をすることができる。この場合において、委員長はその結果を次の会議に報告しなけれ

ばならない。 

5 前項の規定による審議は、第３項の場合と同様に委員の過半数をもって決し、可否同数の

ときは、委員長の決するところによる。 

 

（事務局） 

第７条 委員会の事務局は、県土整備部県土企画課に置く。 

 

（補足） 

第 8条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附則 

この要綱は、平成２８年 ４月 １日から施行する。 

 

２ 本要綱の施行に伴い、「佐賀県公共事業評価監視委員会委員設置要領（平成平成２７年１０月

１６日）」は廃止する。 

 



佐賀県公共事業評価実施要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、佐賀県（以下「県」という。）が実施する公共事業の効率性及び

その実施過程の透明性の一層の向上を図るため、次の３つの公共事業評価を行うことを

目的とする。 

 （１）新たに着手する事業箇所について、事業着手の適否に関する評価（以下「新規

評価」という。）を行う。 

 （２）事業採択後一定期間が経過した事業について、事業継続の適否に関する評価（以

下「再評価」という。）を行う。 

 （３）既に完了した事業について、事業完了後の効果、環境への影響等に関する評価

（以下「事後評価」という）を行う。 

 

（対象事業） 

第２条 公共事業評価の対象とする事業は、県が実施する別紙１に掲げる事業で、災害

復旧等緊急を要する事業や全体事業費が１千万円未満の小規模な事業、又は別紙２の事

業を除いた事業うち、次のとおりとする。 

 （１）新規評価は建設、維持・管理など新たに事業に着手しようとする事業を対象と

する。 

 （２）再評価は次の事項に該当する事業を対象とする。ただし、維持・管理に係る事

業は除く。 

    ① 事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業 

    ② 事業採択後１０年間を経過した時点で継続中の事業。ただし、国の再評価

実施要領等で定められた地方公共団体が実施する再評価対象事業について

は、当該実施要領等に従い実施する。 

    ③ 準備・計画段階で５年間が経過している事業。ただし、次に掲げる事業で、

着工時の個別事業箇所が明確なものに限る。 

     ア 地域高規格道路に係る事業、連続立体交差事業等で大規模なもの（着工

準備費を予算化したものに限る。）。 

     イ 実施計画調査費を予算化したダム事業。 

    ④ 前回の再評価実施後５年間が経過した時点で継続中又は未着工の事業。た

だし、国の再評価実施要領等で定められた地方公共団体が実施する再評価対

象事業については、当該実施要領等に従い実施する。 

    ⑤ 社会経済情勢の急激な変化等により見直しの必要が生じた事業。 

 （３）事後評価は次の事項に該当する事業を対象とする。ただし、維持・管理に係る
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事業は除く。 

    ① 事業完了後、おおむね５年を経過した事業。 

    ② 上記以外の事業で特に事後評価を実施する必要が生じた事業 

 

（実施時期） 

第３条 公共事業評価の実施時期は次のとおりとする。ただし、緊急的に公共事業評価

を実施する必要が生じた場合は、その都度公共事業評価を実施する。 

（１）新規評価は、原則、新たに事業に着手しようとする年度の前年度末までに実施

する。 

（２）再評価を実施する時期は、次のとおりとする。 

   ① 第２条（２）①、③、④の事業にあっては、５年目の年度末までに再評価を

実施する。 

   ② 第２条（２）②の事業にあっては、１０年目の年度末までに再評価を実施す

る。 

 （３）事後評価は、事業完了後、おおむね５年を経過した年度末までに実施する。 

 

（公共事業評価監視委員会への諮問） 

第４条 県は、公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層の向上を図るため、

公共事業評価の結果等について第三者の意見を求めるため、別途定める学識経験者等で

構成される佐賀県公共事業評価監視委員会（以下「委員会」という）へ諮問を行う。 

 

 

（公共事業評価の実施及び評価手法） 

第５条 公共事業評価の実施主体は県とし、公共事業評価の実施及び評価手法について

は次のとおりとする。 

 （１）新規評価の実施については次のとおりとする。 

   ① 新規評価は次の視点から行うものとする。 

    ア 事業の位置付け 

    イ 事業の必要性・効果 

    ウ 事業の実施環境 

   ② 事業の客観的な新規評価を実施するため、県は、各事業の新規評価の視点ご

とに、別に定める評価指標、評価基準及び判断基準からなる新規評価マニュア

ル（以下「評価マニュアル」という。）を策定する。 

   ③ 事業所管課は、評価マニュアルに基づき、対象事業箇所ごとに評価の結果を

とりまとめた新規評価調書を作成し委員会へ報告を行う。 

   ④ 事業所管部局は、評価調書に基づき審議を行い、新規事業箇所採択に向けて



の要求方針を決定する。 

   ⑤ 県は評価マニュアルを策定するに当たっては、あらかじめ、委員会に諮問す

るものとし、これを変更する場合も同様とする。 

   ⑥ 県は委員会からの意見を受けて評価マニュアルを策定し、または変更するも

のとする。 

   ⑦ 県は、評価マニュアルの改善の必要性について随時検討を行うとともに、改

善の必要性が生じた場合には、速やかに、委員会に諮り、その改善に努めるも

のとする。 

 （２）再評価の実施については次のとおりとする。 

   ① 再評価は次の視点から行うものとする。 

    ア 事業の進捗状況 

    イ 事業を巡る社会情勢等の変化 

    ウ 事業採択時の費用対効果分析の要因の変化 

    エ コスト縮減や代替案立案等の可能性 

   ② 事業所管課は、対象事業ごとに今後の対応方針等をとりまとめた再評価調書

を作成し、委員会へ諮問を行う。 

   ③ 再評価調書の作成に当たっては、国が事業種別ごとに定めた再評価実施要領

を参考とするものとする。 

   ④ 市町村に対して、国の再評価実施要領及び県の公共事業評価実施要領等を参

考に評価体制、評価手法等の整備を行い、公共事業の再評価を実施するよう要

請するものとする。 

 （３）事後評価の実施については次のとおりとする。 

   ① 事業所管課は後評価に係る資料の収集・整理を行い、事後評価調書を作成す

る。 

   ② 事後評価調書の作成に関し必要な事項は別に定める。 

   ③ 県は、事後評価調書を委員会へ諮問する。 

   ④ 県は、委員会からの答申を尊重し、事後評価結果を今後実施する事業の計画

又は実施中の事業に反映するように努め、必要に応じて新規評価・再評価手法

の見直しについて検討を行うものとする。 

２ 委員会の意見は最大限に尊重するものとする。 

 

（評価マニュアル及び公共事業評価結果の公表） 

第６条 県は、策定、又は変更を行った評価マニュアル及び公共事業評価の結果を公表

するものとする。 

 

 



（庶務） 

第７条 公共事業評価に関する庶務は、県土整備部県土企画課において処理する。 

 

（その他） 

第８条 この要領で定めるもののほか公共事業評価の実施に関し必要な事項は、別に定

める。 

附 則 

１ この要領は平成２８年 ４月 １日から実施する。 

２ 本要領の施行に伴い、「佐賀県公共事業新規評価実施要綱（平成２２年１０月２８

日）」、「佐賀県公共事業再評価実施要綱（平成２６年１０月３０日）、「佐賀県公共事業

事後評価実施要綱」（平成１７年６月３０日））は廃止する。 

  



別紙１ 

 県が行う事業の範囲は、県が事業主体である公共事業のうち、道路事業、河川事業、

海岸事業、砂防事業、ダム事業、都市計画事業、住宅事業、港湾事業、農業農村整備事

業、森林整備事業、治山事業及び漁港漁村整備事業とする。 

 

別紙２ 

 １ 準備・計画段階に要する費用を予算化しようとする事業 

 ２ 箇所を特定せずに予算化しようとする事業 

 ３ 事業途上で行う維持管理等の事業 

 ４ 既存施設の機能障害除去や取り壊し等の事業 

 ５ 災害復旧に伴い必要となる事業 

 ６ 他事業との合併施行等に伴う受託事業 

 

 



 



佐賀県公共事業評価監視委員会委員設置要領と佐賀県公共事業評価監視委員会設置

要綱対照表 

旧規程 

佐賀県公共事業評価監視委員会委員設置要領 

新規程 

佐賀県公共事業評価監視委員会設置要綱 

（趣旨） 

第 1条 この要領は、佐賀県公共事業新規評

価実施要綱第 5 の 1、佐賀県公共事業再評価

実施要綱第 5の 1及び佐賀県公共事業事後評

価実施要綱第 4の 1の規定に基づき、佐賀県

公共事業評価監視委員会（以下「委員会」と

いう。）の組織及び運営に関し必要な事項を定

める。 

 

（所掌事務） 

第 2条 委員会は、知事の諮問に応じ、次の

事項について審議する。 

2 佐賀県が作成する「新規評価マニュアル」

の制定、変更に関する事項 

3 佐賀県が実施している公共事業の継続の

適否について佐賀県が行った評価に関する事

項 

4 佐賀県が実施した公共事業の効果につい

て佐賀県が行った評価に関する事項 

5 その他前 3号に規定する評価の実施(答申)

に関する事項 

 

 

 

 

（組織） 

第 3 条 委員会は、委員 10 人以内で組織す

る。 

2 前項の場合において、男女のいずれか一方

の委員数は、委員総数の 10 分の 4 未満とな

らないものとする。また、委員の年齢が 40

歳代以下の委員数は、委員総数の 10 分の 3

（趣旨） 

第１条 この要綱は、佐賀県が実施する公共

事業の効率性及びその実施過程の透明性の一

層の向上を図るため、佐賀県公共事業評価監

視委員会（以下「委員会」という。）を設置し、

その組織及び運営その他の委員会の設置に関

し必要な事項を定めるものである。 

 

 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、知事の諮問に基づき、次

の事項について審議する。 

（１）佐賀県が作成する「新規評価マニュ

アル」の策定、変更に関する事項 

（２）佐賀県が実施している公共事業の継

続の適否について佐賀県が行った評価

（以下「再評価」という。）に関する事

項 

（３）佐賀県が実施した公共事業の効果に

ついて佐賀県が行った評価（以下「事

後評価という。」に関する事項 

（４）その他前（１）、（２）、（３）に規定

する新規評価マニュアル及び再評価、

事後評価の答申に関する事項 

 

（組織） 

第３条 委員会は、委員１０人以内で組織す

る。 

２ 前項の場合において、男女のいずれか一

方の委員数は、委員総数の１０分の４未満と

ならないものとする。また、委員の年齢が４

０歳代以下の委員数は、委員総数の１０分の
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未満とならないものとする。だだし、知事が

やむを得ない事情があると認めた場合は、こ

の限りでない。 

 

（委員） 

第 4条 委員は、県内の実情に精通した、公

平な立場にある有識者のうちから、知事が委

嘱する。 

2 委員の任期は、2年とする。ただし、補欠

委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

3 委員は、再任されることができる。 

4 委員は、その職務を遂行するに当たって

は、公平普遍の立場で審議をしなければなら

ない。 

 

（委員長） 

第 5条 委員会に委員長を置き、委員の互選

によりこれを定める。 

1 委員長は、会務を総理し、委員会を代表す

る。 

2 委員長に事故があるときは、委員長があら

かじめ指名する委員がその職務を代理する。 

 

 

（会議） 

第 6条 委員会の会議は、委員長が招集し、

議長となる。 

2 委員会の会議は、委員の 2 分の 1 以上が

出席しなければ開くことはできない。 

3 委員会の議事は、出席委員の過半数をもっ

て決し、可否同数のときは、委員長の決する

ところによる。 

4 委員長が特に緊急の必要があると認める

ときは、文書その他の方法による審議によ

り、会議をすることができる。この場合に

おいて、委員長はその結果を次の会議に報

３未満とならないものとする。だだし、知事

がやむを得ない事情があると認めた場合は、

この限りでない。 

 

（委員） 

第４条 委員は、県内の実情に精通した、公

平な立場にある有識者のうちから、知事が委

嘱する。 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補

欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

３ 委員は、再任されることができる。 

４ 委員は、その職務を遂行するに当たって

は、公平普遍の立場で審議をしなければなら

ない。 

 

（委員長） 

第５条 委員会に委員長を置き、委員の互選

によりこれを定める。 

１ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表

する。 

２ 委員長に事故があるときは、委員長があ

らかじめ指名する委員がその職務を代理す

る。 

 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、

議長となる。 

２ 委員会の会議は、委員の２分の１以上が

出席しなければ開くことはできない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数をも

って決し、可否同数のときは、委員長の決す

るところによる。 

４ 委員長が特に緊急の必要があると認める

ときは、文書その他の方法による審議により、

会議をすることができる。この場合において、

委員長はその結果を次の会議に報告しなけれ



告しなければならない。 

5 前項の規定による審議は、第３項の場合と

同様に委員の過半数をもって決し、可否同

数のときは、委員長の決するところによる。 

 

（庶務） 

第 7条 委員会の庶務は、県土づくり本部企

画・経営グループにおいて処理する。 

 

（補足） 

第 8条 この要領に定めるもののほか、委員

会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に

定める。 

 

附則 

この要領は、平成 17年 6月 30日から施行す

る。 

附則 

この要領は、平成 27年 10月 16日から施行

する。 

 

 

ばならない。 

5 前項の規定による審議は、第３項の場合と

同様に委員の過半数をもって決し、可否同数

のときは、委員長の決するところによる。 

 

（事務局） 

第７条 委員会の事務局は、県土整備部県土

企画課に置く。 

 

（補足） 

第 8条 この要綱に定めるもののほか、委員

会の運営に関し必要な事項は、別に定める。

 

 

附則 

この要綱は、平成２８年 ４月 １日から施

行する。 

 

２ 本要綱の施行に伴い、「佐賀県公共事業評

価監視委員会委員設置要領（平成２７年１０

月１６日）」は廃止する。 

 

 

 



 



佐賀県公共事業新規評価実施要綱、佐賀県公共事業再評価実施要綱、佐賀県公共事業

事後評価実施要綱と佐賀県公共事業評価実施要領対照表 

旧規程 佐賀県公共事業新規評価実施要綱 

佐賀県公共事業再評価実施要綱 

    佐賀県公共事業事後評価実施要綱 

新規程 佐賀県公共事業評価実施要領 

（新規評価） 

第 1 目的 

 県が事業主体である公共事業（以下「事業」

という。）の効率性及びその実施過程の透明性

の一層の向上を図るため、新たに着手する事

業箇所について総合的な評価（以下「新規評

価」という。）を実施する。 

 

 

 

（再評価） 

第 1 目的 

  この要綱は、公共事業の効率性及びその

実施過程の透明性の一層の向上を図るた

め、事業採択後一定期間を経過した事業に

ついて、必要に応じその見直しを行うほか、

中止等を行う再評価システムについて定め

ることを目的とする。 

 

（事後評価） 

第 1 目的 

 公共事業の効率性及びその実施過程の透明性

の向上を図るため事後評価を実施する。事後評

価は、事業完了後の効果等を確認し、必要に応

じて適切な措置を検討するとともに、事後評価

の結果を今後実施する事業の計画、又は実施中

の事業に反映させることを目的とする。 

 

 

 

 

（目的） 

第１条 この要領は、佐賀県（以下「県」と

いう。）が実施する公共事業の効率性及びその

実施過程の透明性の一層の向上を図るため、

次の３つの公共事業評価を行うことを目的と

する。 

 （１）新たに着手する事業箇所について、

事業着手の適否に関する評価（以下「新

規評価」という。）を行う。 

 

 

 

 （２）事業採択後一定期間が経過した事業

について、事業継続の適否に関する評

価（以下「再評価」という。）を行う。

 

 

 

 

 

 

 （３）既に完了した事業について、事業完

了後の効果、環境への影響等に関する

評価（以下「事後評価」という）を行

う。 

 

 

 

 

 

 

資料１-５ 



（新規評価） 

第 2 新規評価の対象とする事業 

 新規評価の対象事業は、県が行う別紙-1に

掲げる事業の範囲で、建設・維持・管理に関

する事業のうち、事業費を予算化しようとす

る事業とする。 

 ただし、災害復旧等緊急を要する事業、全

体事業費 1千万円未満の小規模な事業又は別

紙-2に定める事業等については、この限りで

ない。 

 

（再評価） 

第 2 再評価の対象となる事業の範囲 

  再評価の対象となる事業は、県が事業主

体である公共事業のうち、道路事業、河川

事業、海岸事業、砂防事業、ダム事業、都

市計画事業、住宅事業、港湾事業、農業農

村整備事業、森林整備事業、治山事業及び

漁港漁村整備事業とする。 

 ただし、公共施設の管理に係る事業は除く。 

 

第 3 再評価を実施する事業及び時期 

1 再評価を実施する事業は、第 2に掲げる

事業のうち、次のいずれかに該当する事業

とする。 

 （1） 事業採択後 5年間を経過した時点で

未着工の事業 

 （2） 事業採択後 10 年間を経過した時点

で継続中の事業。ただし、国の再評価

実施要領等で定められた地方公共団体

が実施する再評価対象事業について

は、当該実施要領等に従い実施する。 

 （3） 準備・計画段階で 5年間が経過して

いる事業。ただし、次に掲げる事業で、

着工時の個別事業箇所が明確なものに

限る。 

（対象事業） 

第２条 公共事業評価の対象とする事業は、

県が実施する別紙１に掲げる事業で、災害復

旧等緊急を要する事業や全体事業費が１千万

円未満の小規模な事業又は、別紙２の事業を

除いた事業うち、次のとおりとする。 

 （１）新規評価は建設、維持・管理など新

たに事業に着手しようとする事業を対

象とする。 

 

 

 

 （２）再評価は次の事項に該当する事業を

対象とする。ただし、維持・管理に係

る事業は除く。 

    ① 事業採択後５年間を経過した時

点で未着工の事業 

    ② 事業採択後１０年間を経過した

時点で継続中の事業。ただし、国

の再評価実施要領等で定められた

地方公共団体が実施する再評価対

象事業については、当該実施要領

等に従い実施する。 

    ③ 準備・計画段階で５年間が経過

している事業。ただし、次に掲げ

る事業で、着工時の個別事業箇所

が明確なものに限る。 

     ア 地域高規格道路に係る事業、

連続立体交差事業等で大規模な

もの（着工準備費を予算化した

ものに限る。）。 

     イ 実施計画調査費を予算化した

ダム事業。 

    ④ 前回の再評価実施後５年間が経

過した時点で継続中又は未着工の

事業。ただし、国の再評価実施要



    ア 地域高規格道路に係る事業、連続

立体交差事業等で大規模なもの（着

工準備費を予算化したものに限

る。）。 

    イ 実施計画調査費を予算化したダム

事業。 

(4) 前回の再評価実施後 5 年間が経過し

た時点で継続中又は未着工の事業。ただ

し、国の再評価実施要領等で定められた

地方公共団体が実施する再評価対象事

業については、当該実施要領等に従い実

施する。 

 （5） 社会経済情勢の急激な変化等により

見直しの必要が生じた事業 

 

（事後評価） 

第 2 対象となる事業の範囲 

 事後評価の対象となる事業は、県が実施した

道路事業、河川事業、海岸事業、砂防事業、ダ

ム事業、街路事業、公園事業、住宅事業、港湾

事業、海岸保全整備事業、農業農村整備事業、

森林整備事業、治山事業、及び水産基盤整備事

業とする。 

 但し、以上の事業のなかで公共施設の維持、

管理に係る事業は除く。又政策的見地から事後

評価の必要性が求められるものは、その都度、

案件ごとに検討する。 

 2 事後評価を実施する箇所は、事業完了後、

おおむね 5 年を経過した事業箇所とする。 

 

 

 

 

 

 

 

領等で定められた地方公共団体が

実施する再評価対象事業について

は、当該実施要領等に従い実施す

る。 

    ⑤ 社会経済情勢の急激な変化等に

より見直しの必要が生じた事業。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （３）事後評価は次の事項に該当する事業

を対象とする。ただし、維持・管理に

係る事業は除く。 

    ① 事業完了後、おおむね５年を経

過した事業。 

    ② 上記以外の事業で特に事後評価

を実施する必要が生じた事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（新規評価） 

第 3 新規評価の実施 

 1 新規評価の実施手続 

 (1）新規評価の実施主体は、県とする。 

 (2）新規評価の実施時期は、原則として予

算要求前までに行うものとする。但し、緊急

に新規事業箇所に着手する必要が生じた場合

はその都度評価を実施する。 

 

（再評価） 

第 3 再評価を実施する事業及び時期 

 2 再評価を実施する時期は、以下のとおり

とする。 

(1) 第 3の 1の(1)、(3)及び(4)の事業に

あっては、5 年目の年度末までに再評

価を実施する。 

  (2) 第 3の 1の(2)の事業にあっては、10

年目の年度末までに再評価を実施す

る。 

 

（事後評価）【再掲】 

第 2 対象となる事業の範囲 

 2 事後評価を実施する箇所は、事業完了後、

おおむね 5 年を経過した事業箇所とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（実施時期） 

第３条 公共事業評価の実施時期は次のとお

りとする。ただし、緊急的に公共事業評価を

実施する必要が生じた場合は、その都度公共

事業評価を実施する。 

（１）新規評価は、原則、新たに事業に着

手しようとする年度の前年度末までに

実施する。 

 

（２）再評価を実施する時期は、次のとお

りとする。 

   ① 第２条（２）①、③、④の事業に

あっては、５年目の年度末までに再

評価を実施する。 

   ② 第２条（２）②の事業にあっては、

１０年目の年度末までに再評価を実

施する。 

 

 

 

 （３）事後評価は、事業完了後、おおむね

５年を経過した年度末までに実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（新規評価） 

第 5 委員会の設置 

 1 評価マニュアルについて審議を行うた

め、学識経験者等の第三者から構成される

委員会を置く。 

 2 委員会の組織及び運営に関し必要な事

項は、別に定める。 

 

（再評価） 

第 5 佐賀県公共事業評価監視委員会 

 1 第 4 の 2 の諮問に応じて審議を行わせ

るため、学識経験者等の第三者から構成さ

れる佐賀県公共事業評価監視委員会（以下

「委員会」という。）を置く。 

 2 委員会の意見は最大限に尊重するもの

とする。 

 3 委員会の組織及び運営に関し必要な事

項は別に定める。 

 

（事後評価） 

第 4 委員会 

  3 条 3 項の諮問に応じて審議を行わせるた

め、佐賀県公共事業評価監視委員会（以下「委

員会」という。）を置く。 

 2 委員会の組織及び運営に関し必要な事項

は別に定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（公共事業評価監視委員会への諮問） 

第４条 県は、公共事業の効率性及びその実

施過程の透明性の一層の向上を図るため、公

共事業評価の結果等について第三者の意見を

求めるため、別途定める学識経験者等で構成

される佐賀県公共事業評価監視委員会（以下

「委員会」という）へ諮問を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（新規評価） 

第 3 新規評価の実施 

 1 新規評価の実施手続 

 (3）県は、事業の客観的な新規評価を実施

するため、別に定める評価指標、評価

基準及び判断基準からなる評価マニュ

アルを策定する。 

 (4）事業所管課は、評価マニュアルに基づ

き、事業箇所ごとに評価の結果をとり

まとめた新規箇所評価調書（以下「評

価調書」という。）を作成する。 

 (5）事業所管部局は、評価調書に基づき審

議を行い、新規箇所採択に向けての要

求方針を決定するものとする。 

  

 2 新規評価の視点 

 新規評価は、次の視点から行うものとする。 

 (1）事業の位置付け 

 (2）事業の必要性・効果 

 (3）事業の実施環境 

 

第 4 新規評価の手法 

 1 評価マニュアルの策定 

 (1）県は、第 3の 2に掲げる新規評価の視

点ごとに、各事業の特性を表す評価指

標に基づき点数化を行い、その合計点

を評価基準にあてはめ、当該評価基準

により得られた結果を組み合わせ、判

断基準により優先度を決定するため、

評価マニュアルを策定する。 

 (2）県は、評価マニュアルを策定するに当

たっては、あらかじめ、佐賀県公共事

業評価監視委員会（以下「委員会」と

いう。）に諮問するものとする。これを

変更するときも、同様とする。 

 (3）県は、委員会からの意見を受けて評価

（公共事業評価の実施及び評価手法） 

第５条 公共事業評価の実施主体は県とし、

公共事業評価の実施及び評価手法については

次のとおりとする。 

 （１）新規評価の実施については次のとお

りとする。 

   ① 新規評価は次の視点から行うもの

とする。 

    ア 事業の位置付け 

    イ 事業の必要性・効果 

    ウ 事業の実施環境 

   ② 事業の客観的な新規評価を実施す

るため、県は、各事業の新規評価の

視点ごとに、別に定める評価指標、

評価基準及び判断基準からなる新規

評価マニュアル（以下「評価マニュ

アル」という。）を策定する。 

   ③ 事業所管課は、評価マニュアルに

基づき、対象事業箇所ごとに評価の

結果をとりまとめた新規評価調書を

作成し委員会へ報告を行う。 

   ④ 事業所管部局は、評価調書に基づ

き審議を行い、新規事業箇所採択に

向けての要求方針を決定する。 

   ⑤ 県は評価マニュアルを策定するに

当たっては、あらかじめ、委員会に

諮問するものとし、これを変更する

場合も同様とする。 

   ⑥ 県は委員会からの意見を受けて評

価マニュアルを策定し、または変更

するものとする。 

   ⑦ 県は、評価マニュアルの改善の必

要性について随時検討を行うととも

に、改善の必要性が生じた場合には、

速やかに、委員会に諮り、その改善

に努めるものとする。 



マニュアルを策定し、又は変更するものとす

る。 

 

 2 評価マニュアルの改善 

 県は、評価マニュアルの改善の必要性につ

いて随時検討を行うとともに、改善の必要性

が生じた場合には、速やかに、委員会に諮り、

その改善に努めるものとする。 

 

（再評価） 

第 4 再評価の実施及び評価の方法 

 1 再評価の実施主体は県とする。 

 2 再評価の実施に当たっては、対象事業の

選定、再評価に係る資料の作成、対応方針

案の作成、佐賀県公共事業評価監視委員会

への諮問及び対応方針の決定を行うもの

とする。 

 3 再評価の実施は、次の視点から行うもの

とする。 

 （1） 事業の進捗状況 

 （2） 事業を巡る社会経済情勢等の変化 

 （3） 事業採択時の費用対効果分析の要因

の変化 

 （4） コスト縮減や代替案立案等の可能性 

 

第 7 その他 

 1 再評価の対象事業の選定、再評価に係る

資料の作成、対応方針案の作成及び対応

方針の決定に当たっては、国が事業種別

ごとに定めた再評価実施要領を参考とす

るものとする。 

 2 市町村に対して、国及び県の再評価実施

要領等を参考に、評価体制、評価手法等の

整備を行い、公共事業の再評価を実施する

よう要請するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）再評価の実施については次のとおり

とする。 

   ① 再評価は次の視点から行うものと

する。 

    ア 事業の進捗状況 

    イ 事業を巡る社会情勢等の変化 

    ウ 事業採択時の費用対効果分析の

要因の変化 

    エ コスト縮減や代替案立案等の可

能性 

   ② 事業所管課は、対象事業ごとに今

後の対応方針等をとりまとめた再評

価調書を作成し、委員会へ諮問を行

う。 

   ③ 再評価調書の作成に当たっては、

国が事業種別ごとに定めた再評価実

施要領を参考とするものとする。 

   ④ 市町村に対して、国の再評価実施

要領及び県の公共事業評価実施要領

等を参考に評価体制、評価手法等の

整備を行い、公共事業の再評価を実

施するよう要請するものとする。 

 

 

 

 

 



（事後評価） 

第 3 事後評価の実施 

 県は、対象事業箇所の選定、事後評価に係る

資料の収集・整理を行い、事後評価書を作成す

る。 

 2 事後評価書の作成に関し、必要な事項は別

に定める。 

 3 県は、事後評価書を佐賀県公共事業評価監

視委員会へ諮問する。 

 4 県は、委員会からの答申を尊重し、事後評

価結果を今後実施する事業の計画又は実施

中の事業に反映するように努め、必要に応じ

て新規評価・再評価手法の見直しについて検

討を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （３）事後評価の実施については次のと

おりとする。 

   ① 事業所管課は後評価に係る資料の

収集・整理を行い、事後評価調書を

作成する。 

   ② 事後評価調書の作成に関し必要な

事項は別に定める。 

   ③ 県は、事後評価調書を委員会へ諮

問する。 

   ④ 県は、委員会からの答申を尊重し、

事後評価結果を今後実施する事業の

計画又は実施中の事業に反映するよ

うに努め、必要に応じて新規評価・

再評価手法の見直しについて検討を

行うものとする。 

２ 委員会の意見は最大限に尊重するものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（新規評価） 

第 3 新規評価の実施 

 3 新規評価結果の公表 

 県は、当初予算が成立した後、評価調書を

公表する。但し、予算成立後、新たに事業箇

所の評価を行った場合も同様とする。 

 

第 4 新規評価の手法 

 3 評価マニュアルの公表 

 県は、策定した評価マニュアルを公表する

ものとする。 

 

（再評価） 

第 6 再評価結果及び対応方針の公表 

 再評価を実施したときは、評価結果及び対

応方針を公表するものとする。 

 

（事後評価） 

第 3 事後評価の実施 

 5 県は、事後評価の結果を公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（評価マニュアル及び公共事業評価結果の公

表） 

第６条 県は、策定、又は変更を行った評価

マニュアル及び公共事業評価の結果を公表す

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（新規評価） 

第 6 事務局 

委員会の事務局は、県土づくり本部企画・

経営グループに置く。 

 

（再評価） 

記載なし 

 

（事後評価） 

記載なし 

 

 

（新規評価） 

記載なし 

（再評価） 

記載なし 

（事後評価） 

第 5 その他 

 事後評価の実施に当たって、この要綱に定め

なき事項については国の事後評価要綱等を参考

とするものとする。 

 

（新規評価） 

附 則  

 この要綱は、平成 14年 8月 27日から施行

する。 

附 則 

この要綱は、平成 16年 7月 27日から施行

する。 

附 則 

この要綱は、平成 17年  6月 30日から施

行する。 

附 則 

この要綱は、平成 22 年 10 月 28 日から施

行する。 

 

（庶務） 

第７条 公共事業評価に関する庶務は、県土

整備部県土企画課において処理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（その他） 

第８条 この要領で定めるもののほか公共事

業評価の実施に関し必要な事項は、別に定め

る。 

 

 

 

 

 

 

附 則 

１ この要領は平成２８年 ４月 １日から

実施する。 

２ 本要領の施行に伴い、「佐賀県公共事業新

規評価実施要綱（平成２２年１０月２８日）」、

「佐賀県公共事業再評価実施要綱（平成２６

年１０月３０日）、「佐賀県公共事業事後評価

実施要綱」（平成１７年６月３０日））は廃止

する。 



（再評価） 

附 則 

 この要綱は、平成 10年 11月 2日から施行

する。 

附 則 

 この要綱は、平成 15年 7月 29日から施行

する。 

附 則 

 この要綱は、平成 26年 10月 30日から施

行する。 

 

（事後評価） 

附 則 

 この要綱は、平成 17年 6月 30日から施行

する。 

 

 


